
高知県土木部住宅課　企画担当
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高知県からの情報提供

令和７年度　高知県居住支援協議会　セミナー(1/19)
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本日お伝えする内容

高知県の居住支援

０１ ０２

住宅セーフティネット制度
の概要

住宅セーフティネット制度
セーフティネット住宅
居住サポート住宅の認定制度（R７法改正）

居住サポート住宅の窓口と専用ホームペー
ジ（R７法改正）
認定家賃債務保証業者制度（R７法改正）

居住支援法人の行う業務への残置物処理
等業務の追加（R７法改正）

市町村居住支援協議会設置の努力義務化
（R７法改正）

高知県内の居住支援の状況
住宅確保要配慮者居住支援法人
市町村の福祉の相談窓口一覧

ココフォーレ（高知県外国人生活相談セン
ター）

高知県協力事業者登録制度

支援制度

０３

居住支援法人や居住支援協議会の支援制
度

セーフティネット住宅・居住サポート住宅の
支援制度

みんなが安心して住まいを提供できる環
境整備モデル事業



3

０１

住宅セーフティネット制度
の概要

住宅セーフティネット制度
セーフティネット住宅
居住サポート住宅の認定制度（R７法改正）
居住サポート住宅の窓口と専用ホームページ（R７法改正）
認定家賃債務保証業者制度（R７法改正）
居住支援法人の行う業務への残置物処理等業務の追加（R７法改正）

市町村居住支援協議会設置の努力義務化（R７法改正）
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住宅セーフティネット制度

出典：令和7年度第2回公営住宅整備事業等担当者連絡会議Ｒ8.1.15（国土交通省）  
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セーフティネット住宅

通常の入居審査あり
住宅確保要配慮の属性を指定して登録が可能
登録無料

セーフティネット住宅 検索

●住宅確保要配慮者の属性を理由に入居を拒まないとして登録する民間賃貸住宅
●登録情報は、専用ホームページに掲載されます

●セーフティネット住宅情報提供システム（一般公開）　　https://safetynet-jutaku.mlit.go.jp/

◎登録窓口

●高知市内の物件　　　高知市都市建設部住宅政策課　　電話　０８８－８２３－９４６３
●高知市以外の物件   高知県土木部住宅課　　　　　　　　電話　０８８－８２３－９８６２

◎専用ホームページ　

◎住宅の種類　

住宅確保要配慮者の入居を拒まない住宅
住宅確保要配慮者以外の方も入居が可能登録住宅 住宅確保要配慮者の専用の住宅専用住宅

◎登録基準

　●耐震性を有すること
　●共同して利用する居間、食堂、台所、便所、洗面設備、

浴室、洗濯室等を適切に設けていること

　●家賃が近傍同種の住宅と均衡を失しないこと　ほか

※下線が引かれている基準は高知県が独自に緩和している基準

●一般住宅（共同住宅・戸建て住宅など） ●共同居住型住宅

●ひとり親世帯向け共同居住型住宅

●共通基準

一
般
住
宅

シ
ェ
ア
ハ
ウ
ス
（共
同
居
住
型
）

　●住宅全体の面積が14B＋22C＋10㎡以上
　●専用居室が８㎡以上（ひとり親世帯向け以外）

　●専用居室が１２㎡以上（ひとり親世帯向け）

　●住宅全体の面積が14㎡×居住人数＋10㎡以上

　●専用居室が８㎡以上

（※ひとり親世帯向けを除く）

　●住戸の床面積が18㎡以上
　　（台所、浴室等が共同利用の場合は13㎡以上）
　●耐震性を有すること
　●一定の設備（台所、便所、浴室等）を設置していること
　●家賃が近傍同種の住宅と均衡を失しないこと　ほか

※高知県住宅確保要配慮者賃貸住
宅供給促進計画（R2.7月策定） 
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居住サポート住宅の認定制度（R７法改正）

出典：令和７年度 改正住宅セーフティネット法等に関する全国説明会Ｒ7.6（国土交通省）  
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居住サポート住宅の窓口と専用ホームページ（R７法改正）

自治体名 窓口

高知市 住宅政策課

室戸市 福祉事務所

安芸市 福祉事務所

南国市 住宅課

土佐市 福祉事務所

須崎市
住宅・建築課
福祉事務所

宿毛市 都市建設課

土佐清水市 福祉事務所

四万十市
まちづくり課
福祉事務所

香南市
住宅政策課
福祉事務所

香美市 福祉事務所

上記以外の町村 高知県土木部住宅課

＼居住サポート住宅情報提供システム／
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認定家賃債務保証業者制度（R７法改正）

出典：令和７年度 改正住宅セーフティネット法等に関する全国説明会Ｒ7.6（国土交通省）  

高知県を営業地域とする

認定事業者数：３者
（令和７年12月31日時点）
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認定家賃債務保証業者制度（R７法改正）

認定家賃債務保証業者一覧【国土交通省ホームページ】　https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_fr7_000064.html

　高知県が営業地域に含まれている認定事業者数は３者（令和７年12月31日時点） 部分

　各保証業者の情報詳細はホームページに掲載されています→



10

居住支援法人の行う業務への残置物処理等業務の追加（R７法改正）

出典：令和７年度 改正住宅セーフティネット法等に関する全国説明会Ｒ7.6（国土交通省）  
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市町村居住支援協議会設置の努力義務化（R７法改正）

出典：令和７年度 改正住宅セーフティネット法等に関する全国説明会Ｒ7.6（国土交通省）  

努力義務化（法第８１条第１項）
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０２

高知県の居住支援

高知県内の居住支援の状況
住宅確保要配慮者居住支援法人
市町村の福祉の相談窓口一覧
ココフォーレ（高知県外国人生活相談センター）
高知県協力事業者登録制度
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高知県内の居住支援の状況

市町村 棟　数 戸　数

高知市 301 1,811

安芸市 35 220

南国市 38 270

土佐市 81 552

須崎市 10 54

宿毛市 19 99

四万十市 56 359

香南市 87 559

香美市 22 140

吾川郡いの町 9 ６2

高岡郡佐川町 3 18

高岡郡日高村 1 4

合　計 662 4,14８

●居住支援法人

●セーフティネット住宅 

●その他の住宅

●外国人の生活相談窓口

●福祉の相談窓口掲載

指定法人数： 8法人

登録住戸数： 4,１48戸

サービス付き高齢者向け住宅：1,１８７ 戸

ココフォーレ（高知県外国人生活相談センター）

民間賃貸住宅の入居から退去までの福祉に関する困
りごとが起こった時に相談できる福祉の窓口を、市
町村に調査しとりまとめたものを住宅課のホーム
ページに掲載（毎年更新）
https://www.pref.kochi.lg.jp/doc/hukushi
soudanmadoguti/

……

……

……

……

……

◎高知県の状況

◎高知県居住支援協議会 【事務局】高知県宅地建物取引業協会

2026年1月14日時点

●　平成24年度設立（H25.2）
●　県、34市町村、福祉団体、不動産･建築関係団体などで構成
●　年１回程度のセミナーなど開催
●　高知県居住支援協力事業者登録制度の運用

●　https://kyojyuusien-kochi.net/

居住支援に協力いただける不動産事業者の登録制度 

【要支援者に・・・】
　　・希望条件の聞き取り
　　・物件の紹介や入居に関するアドバイス

【大家さんに・・・】
　　・セーフティネット住宅に関する理解の促進

　　・入居希望者条件等の相談

29事業者
2026.1.13時点
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住宅確保要配慮者居住支援法人

住宅セーフティネット法に基づいて適正に居住支援活動を行う法人として都道府県が認めて指定した法人です。
高知県では、現在８法人が指定を受けて活動しています。

　特定非営利活動法人

あまやどり高知
　特定非営利活動法人

はすのは
株式会社

あんしんサポート
特定非営利活動法人

Ｇ Ｉ Ｆ Ｔ

業務
内容

・家賃債務保証
・残置物処理等業務
・情報提供、相談その他援助
・その他附帯業務

・情報提供、相談その他援助
・その他附帯業務

・情報提供、相談その他援助
・その他附帯業務

・情報提供、相談その他援助
・その他附帯業務

区域 高知県内 高知県内 高知県内 高知県内

対象者　 住宅確保要配慮者 住宅確保要配慮者 高齢者
子どもを養育している者、低額所得
者

　カイロスジャパン
株式会社

　特定非営利活動法人

ひまわりのお宿
福の種
株式会社

一般社団法人

あんしん生活協議会

業務
内容

・情報提供、相談その他援助
・その他附帯業務

・情報提供、相談その他援助
・その他附帯業務

・情報提供、相談その他援助
・その他附帯業務

・情報提供、相談その他援助
・その他附帯業務

区域 高知市 高知県内 高知市・南国市・香南市 高知市、南国市、吾川郡いの町

対象者　
高齢者・子育て世帯・低額所得者・被災
者

住宅確保要配慮者

低額所得者、高齢者、障害者、外国人、
ＤＶ被害者、更生保護対象者、児童養
護施設等退去者、ＵＩＪターンによる転
入者

低額所得者、高齢者、障害者、子ども
を養育している者、生活困窮者、新婚
世帯、LGBTをはじめとする性的マイ
ノリティ

202６年1月13日時点

＼居住支援法人のページ／
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　賃貸住宅入居に関する困りごとが起こった時に相談できる市町村の窓口を調査し、住宅課の
ホームページに掲載しています。
　また、不動産事業者のみなさまにも情報提供し、入居相談等の際に活用いただけるように周
知を図っています。　

※相談窓口ですので困りごとの解決をお約束するものではありません。
※相談内容によっては、直接対応ができないものがあります。その場合は、関係機関へのつなぎや各種制度の紹介・情報提供のみの

対応となる場合があります。

市町村の福祉の相談窓口一覧　※年度当初に市町村に調査・更新しています。

https://www.pref.kochi.lg.jp/doc/hukushisoudanmadoguti/

《ホームページ掲載例》　高知市
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ココフォーレは
高知に住む外国のみなさんが安心して生活できるよう、
外国人や外国人と関わりのある日本人（事業者を含む）からの
生活相談を無料で受けています。

住まい、在留資格、労働、教育、医療、子育て、福祉など

2019年（令和元年）５月設立
高知県から委託を受け、公益財団法人高知県国際交流協会が運営しています。

　少子高齢化による人材不足から、積極的に外国
人材の雇用を検討する企業も増えており、日本で
働く外国人は増加傾向にあります。
　そういう方が住宅を探しに相談に行くということ
も今後増えるかもしれません。
　通訳などサポートも可能なのでご相談ください。
VoiceTra(ボイストラ)などの無料の翻訳アプリも
便利です。

ココフォーレより

https://kccfr.jp/

＼　ココフォーレHP　／

ココフォーレ（高知県外国人生活相談センター）
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居住支援に関する情報の共有
要支援者の住宅確保のための協力

協力事業者

住宅セーフティネット制度に
関する情報提供
居住支援に関する情報提供

協力事業者の情報の提供
居住支援に関する情報提供

要支援者に 大家さんに

※住宅確保要配慮者の中で、家賃等を適正に支払い、
地域社会の中で自立した日常生活が営むことができる人

高知県協力事業者登録制度は、高知県居住支援協議会が実施する、住宅確保に支援が必要
な方への居住支援に協力いただける不動産事業者の登録制度です。
大家さんと要支援者さんの橋渡し役として、協力をしていただいています。

高知県協力事業者登録制度

高知県居住支援協議会

要支援者 賃貸人
(大家さん)

高知県居住支援協議会と

希望条件の聞き取り

物件の紹介や入居に

関するアドバイス

セーフティネット住宅

に関する理解の促進

入居希望者条件等の

相談
29事業者

2026.1.13時点

＼居住支援協力事業者一覧／
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０３

支援制度

居住支援法人や居住支援協議会の支援制度
セーフティネット住宅・居住サポート住宅の支援制度

みんなが安心して住まいを提供できる環境整備モデル事業

R7年度事業については募集終了
R8年度当初予算案は決定前なので、金額や内容が変更となる可能性あり
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居住支援法人や居住支援協議会の支援制度

出典：令和7年度第2回公営住宅整備事業等担当者連絡会議Ｒ8.1.15（国土交通省）

＜参考＞令和７年度の募集期間

4月1日～4月２３日

居住支援協議会

居住支援法人
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セーフティネット住宅・居住サポート住宅の支援制度

出典：令和7年度第2回公営住宅整備事業等担当者連絡会議Ｒ8.1.15（国土交通省）  

＜参考＞令和７年度の募集期間

４月２日～12月12日

補助金交付事務局
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みんなが安心して住まいを提供できる環境整備モデル事業 ＜参考＞令和７年度の募集期間

サブリース形：７月４日～２５日
他主体連携形：9月19～10月10日

出典：令和7年度第2回公営住宅整備事業等担当者連絡会議Ｒ8.1.15（国土交通省）   

サブリース型

多主体連携型


